平成３０年分政治資金収支報告書の概要目次
１．平成３０年分収支報告書の提出状況及び収支の状況･･････････････････････････････　Ｐ １
  ２．政党の支部の収支規模････････････････････････････････････････････････････････　Ｐ ６
  ３．その他の政治団体（本年収入額上位２０団体）の収支規模････････････････････････　Ｐ ７
  ４．参考資料････････････････････････････････････････････････････････････････････　Ｐ ８
参考１　収支報告書の提出状況及び収支の状況

参考２　収入項目別内訳

参考３　支出項目別内訳
参考４　収支の推移

参考５　特定パーティー、政治資金パーティーの開催状況
参考６　資産等の状況

	政治資金収支報告制度

政治団体収支報告（政治資金規正法第１２条、第１９条の１０）

毎年１月１日から１２月３１日までの政治団体の収入及び支出について、翌年の１月１日から３月３１日（３月３１日が地方公共団体の休日に当たるときは、その翌日）までに、国会議員関係政治団体にあっては、５月３１日（５月３１日が地方公共団体の休日に当たるときは、その翌日）までに提出しなければならない。

収支報告書の要旨の公表（政治資金規正法第２０条）

報告書を受理した選挙管理委員会は、当該報告書が提出された年の１１月３０日までに、その要旨を公表するものとする。ただし、インターネットの利用その他の適切な方法により報告書を公表するときは、当該報告書の要旨を公表することを要せず、インターネットの利用その他の適切な方法による当該報告書の公表は、報告書の要旨の公表とみなす。

収支報告書の保存及び閲覧（政治資金規正法第２０条の２）

１　報告書を受理した選挙管理委員会において、要旨を公表した日から３年間保存しなければならない。

２　何人も、この３年間当該報告書の閲覧を請求できる。


